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Ⅴ　事業報告

　平成１８年度より厚生労働本省から厚生労働科学研究費

補助金（地域健康危機管理研究事業，現在は健康安全・

危機管理対策総合研究事業）の研究費配分機能が国立保

健医療科学院に移管され，FA（Funding Agency：資金配
分機関の意）として，公募課題の採択，研究費の配分，

及び研究課題の評価を行うとともに，その適正な執行を

支援・審査している．

　FA事務局の運営体制は，研究事業企画調整官（プロ
グラムディレクター，PD），研究事業推進官（プログラ
ムオフィサー，PO），交付事務組織より成る．

　健康安全・危機管理対策総合研究事業は４つの分野で

構成され，今年度は「地域保健基盤形成に関する研究分

野」（１１課題），「水安全対策研究分野」（５課題），「生活

環境安全対策研究分野」（７課題），「健康危機管理・テ

ロリズム対策研究分野」（４課題），全体で２７課題が実施

された．

　４月に交付申請書の提出を受け，研究計画と研究執行

計画等を精査し，その後交付決定を６月末までに行い，

研究費の適正な執行の支援・審査をした．
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１．Funding Agency事業報告

（１）健康安全・危機管理対策総合研究事業

　平成２２年度より厚生労働本省から厚生労働科学研究費

補助金（難治性疾患克服研究事業）の研究費配分機能が

国立保健医療科学院に移管され，FA（Funding Agency：
資金配分機関の意）として，公募課題の採択，研究費の

配分，及び研究課題の評価を行うとともに，その適正な

執行を支援・審査している．

　FA事務局の運営体制は，研究事業企画調整官（プロ
グラムディレクター，PD），研究事業推進官（プログラ
ムオフィサー，PO），交付事務組織より成る．
　本研究事業は今年度，医療分野の研究開発を行う「難

治性疾患実用化研究事業」と行政施策に関する研究を行

う「難治性疾患政策研究事業」に分割された．

　難治性疾患実用化研究事業は２つの分野で構成され，

今年度は「希少難治性疾患に対する新たな医薬品等医療

技術の実用化に関する研究（ステップ１）」（１２課題），

「希少難治性疾患に対する新たな医薬品等医療技術の実

用化に関する研究（ステップ２）」（１３課題），全体で２５

課題が実施された．

　難治性疾患政策研究事業は３つの分野で構成され，今

年度は「疾患別基盤研究分野」（２５課題），「領域別基盤

研究分野」（６０課題），「横断的政策研究分野」（４課題），

全体で８９課題が実施された．

　４月に交付申請書の提出を受け，研究計画と研究執行

計画等を精査し，その後交付決定を６月末までに行い，

研究費の適正な執行の支援・審査をした．

（難治性疾患実用化研究事業は，平成２７年４月に発足し

た「国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）」
に移管された．）

総務部総務課研究助成班

（２）難治性疾患克服研究事業

２．厚生労働科学研究成果データベース（MHLW-Grants）事業報告

　厚生労働科学研究成果データベース（MHLW-Grants）
は，厚生労働科学研究費補助金採択課題の研究成果をイ

ンターネットより公開するシステムとして，平成９年度

補正予算で開始され，平成１１年度に電子図書館事業とし

て事業化された．

　平成１６年度のシステム更改では，従来の検索・閲覧機

能（閲覧システム）に加え，研究者がインターネット上

から成果報告を行うための報告機能（報告システム），

報告状況の把握および管理を行う機能（管理システム）

が実装された．平成１７年度には厚生労働省と調整をすす

め，研究終了後の追跡調査を行うための行政効果報告

（助成研究成果追跡資料），「総合科学技術会議（Council 
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for Science and technology Policy： CSTP）」へ報告する
ための研究者情報の登録および管理機能が実装された．

研究報告書概要版は平成１６年度，１７年度のシステム更改

において，研究者による電子媒体（フロッピーディス

ク）での提出からインターネットによるWeb登録となり，
報告から公開までの時間が大幅に短縮されるとともに，

事業担当課室による研究成果の報告状況の把握が容易と

なり公開率は高水準で安定した．

　平成２４年度のシステム更改では，既存機能に加え，研

究者による報告書のWeb登録（アップロード）機能，全
文検索機能，検索結果への個別URLの付与等を実装し，
報告書の早期公開および全文検索機能を含む高機能化へ

の要望を実現した．また，閲覧システムはアクセシビリ

ティ―に配慮し，各報告書（概要版，報告書，収支報告

書，行政効果報告）の公開の有無を一目で確認できるデ

ザインとなった．

　平成２５年度は政策科学総合研究（政策科学推進研究）

事業に限定して，報告書のWeb登録（アップロード）を
試行し，年度末より行われる成果報告において対象を全

事業に拡大した．これにより報告書本文のテキスト付

PDFデータが登録され，公開される報告書の全文検索が
可能となった．一方，従来通り提出される報告書冊子と

Web登録による報告書データとの同一性の担保，報告書
の掲載項目（必須または任意）の確認および検討，デー

タ容量の制限等，報告書Web登録における新たな課題が
明確となった．

　平成２６年度は情報セキュリティ強化のため，WAF
（Web Application Firewall）を構築するとともに，パス
ワードの暗号化を行い，利用者への周知を行った．

総務部総務課図書館サービス室

Funding Agency事業報告／厚生労働科学研究成果データベース（MHLW-Grants）事業報告

平成２６年度実績

研究概要公開総数：　２３,１４４件（平成９年度～平成２５年度累計）

報告書公開総数　：　２４,７７７件（平成１０年度～平成２５年度累計）

登録研究者数　　：　１７,５２２名（平成２６年度末）

アクセス数　　　： ３４４,０９６件（平成２６年度 各研究成果へのページビュー数）

* 厚生労働科学研究成果に関する問い合わせは図書館「レファレンス」に含まれる．

厚生労働科学研究成果データベース 閲覧システム
http://mhlw-grants.niph.go.jp/
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健康危機管理支援ライブラリー（H-CRISIS）事業報告／特定健康診査・特定保健指導データベース事業報告

４．特定健康診査・特定保健指導データベース事業報告

　平成２０年４月１日からスタートした「特定健診・特定

保健指導」の円滑な運営を目的として，制度が始まる約

半年前から特定健康審査機関・特定保健指導機関に関す

る情報を集積したものが「特定健康診査機関・特定保健

指導機関データベース」である．このデータベースは，

支払基金のサイトとは異なり，健診・保健指導の価格，

保健指導を実施する地域，指導の内容等の具体的な情報

を含んでいる．登録機関数は当初から４,０００を超え，平
成２６年度末現在では，特定健診機関約１２,０００件，特定保
健指導機関約４,０００件が登録している．

３．健康危機管理支援ライブラリー（H-CRISIS）事業報告

　H-CRISIS（健康危機管理支援ライブラリー）は，平成
２３年度に現在の構成に移行してから４年目を迎えた．平

成２３年度においては，東日本大震災及び福島第一原子力

発電所事故に伴う公衆衛生対策に関する健康危機情報が

広く提供されたこともあり，２,１３０件の新規記事登録が
あった．しかしながら，平成２４年度をピークに記事登録

は減少傾向となり，平成２５年度においては５８３件，平成

２６年度においては３８７件と報告件数は減少傾向を示した．

一方，アクセス件数についても，記事数の推移と同様に

平成２４年度に２５７,６８８件となったが，平成２５年度より
徐々に減少し，平成２６年度においては，６８,３７６件となっ
ている．この背景として，本システムは，固有の情報を

持たず，ユーザーからの記事投稿によって成り立つ構造

であるために，社会的な関心の高い事件，事案の発生の

有無に大きく左右される．このような状況に鑑み，我々

は，平成２６年６月に「健康危機管理・テロリズム対策分

野における研究に関する意見交換会」を開催し，救急医

療，災害医療，特殊災害医療分野，情報科学の専門家を

集め，健康危機管理情報の利活用のあり方についてヒア

リングを実施した．この中で，ソフトな知識の運用，ゲー

ミングやシミュレーションの教育訓練，研究開発に関わる

関係機関の役割の明確化の３点が指摘された．H-CRISIS
は，平成２６年度において廃止され，平成２７年度より新た

に厚生労働省地域健康危機管理情報支援事業の一環とし

て地域における健康危機管理能力の向上に向けたシステ

ムに見直されるにあたり，健康危機事案の収集にとどま

らず，評価・分析，対策までを網羅的にカバーできるシ

ステムとして見直しを進めているところである（図）．

健康危機管理研究部

特定健康診査機関・特定保健指導機関データベース
http://kenshin-db.niph.go.jp/kenshin/

図　調査成果の社会への還元にむけた枠組み構築
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　日本で登録されている臨床研究（試験）情報の共有化

と情報検索の簡略化を図り，一般市民および研究者に臨

床試験の情報を提供することを目的として，それぞれ独

立に運用されていた大学病院医療情報ネットワーク研究

センター（UMIN），社団法人日本医師会治験促進セン
ター（JMACCT），財団法人日本医薬情報センター
（JapicCTI）の３登録センターの試験情報を統合して横
断的な検索を可能とした臨床研究（試験）情報検索シス

テム（以下，ポータルサイト）が運用されて７年が経過

した．

　上記３登録センター，国立保健医療科学院および厚生

労働省医政局研究開発振興課で構成されるネットワーク

は，２００８年１０月１６日，全世界で８カ国目のWHO Primary 
Registryとして認定された（Japan Primary Registries 
Network; JPRN）．日本国内で登録された臨床試験情報
を統合したデータは，国立保健医療科学院よりWHO
へ送信され，WHOが管理するICTRP（International 
Clinical Trials Registry Platform）の国際データに統合さ
れている．

　当部においては，前年に引き続き，臨床研究登録情報

検索ポータルサイト事業として，ポータルサイトで，臨

床研究（試験）の意義・重要性，臨床研究（試験）の登

録制度，結果公表やQ＆A，用語集等，学習機能といっ
たコンテンツを提供した．また，日本語および英語版検

索ポータルの管理・運用，WHOへのデータ送信などを

行った．

　さらに，当部では，これらの登録情報を基に，臨床研

究（試験）に関する現状の分析（研究動向のモニタリン

グ・解析）を行った．平成２６年度の一年間における新規

試験情報登録は約４,３００件である．現時点でポータルサ
イトから約２０,０００件の試験情報検索が可能な状況にあり，
１カ月あたり平均約６８,５０３件のアクセス数があった
（H.２６.４～H.２７.３．トップページへのアクセス）．検索
ページへのアクセスは１カ月あたり平均３,４９５件で，検
索実行数は平均５,６１３件であった．検索結果一覧，試験
詳細ページなどへのアクセスも多かった．英語のページ

に関しては，１カ月あたり平均トップページ３７１件，検

索実行数１８０件，検索結果一覧ページ３８８件，試験詳細

ページ１８０件のアクセスがあった．

　また，平成２６年度には，厚生労働省医政局研究開発振

興課 医薬品審査等業務庁費により，一般市民・患者によ
りわかりやすく，より役に立つ情報提供を行うことを企

図して本ポータルサイトのシステムの構成の改良を進め

た．新サイトの特徴はまず，一般向け・医療従事者等の

専門家向けと，ユーザー別の情報提供とした点である．

一般向けのページでは，日本で行われている臨床試験情

報のほか，病気の解説や，治療薬，海外の治療薬や治験

情報などの情報が加わり，利用者である患者がこのサイ

トで様々な医療情報を収集できるワンストップ型の

Websiteとなっている． さらに辞書機能の見直しなどに

　この事業に関連して，ほぼ同時期に「特定健康診査・

特定保健指導に関する研修情報データベース」が公開さ

れた．このデータベースは全国の特定健診・保健指導に

関する情報を蓄積しており，各地域でどのような研修が

どのようなプログラムで実施されているかが，一目で把

握できるようになっている．

特定健康診査・特定保健指導に関する研修情報データ

ベース

http://kenshu-db.niph.go.jp/kenshin-hokenshidou/

　平成２１年４月には，「特定健診・特定保健指導情報の

電子化に関するページ」が公開された．このページでは，

健診・保健指導の結果を国が定めた電子的様式に整える

ためのフリーソフトや関連情報を公開しており，平成２６

年度末現在で約１０,４００件の医療機関がこのソフトを利用

している．このソフトはPC環境や制度の変遷に対応し
て，逐次バージョンアップがなされている．

　本年度は過去の問い合わせで実装の要望が多かった機

能－年度・委託料単価区分ごとに基本健診単価を複数登

録できる機能等を付加し，ソフトの利便性を高めた．

特定健診・特定保健指導情報の電子化に関するページ

http://kenshin-db.niph.go.jp/soft/

今年度のアクセス数は以下のとおりである

　アクセス数は非常に多く，全国の医療保険者，医療機

関等にとって有益な情報が集積されている．

研究情報支援研究センター

５．臨床研究登録情報検索ポータルサイト事業報告

特定健康診査・特定保健指導データベース事業報告／臨床研究登録情報検索ポータルサイト事業報告

フリーソフト
トップページ

研修DB
（食生活）
トップページ

研修DB
（一定の研修）
トップページ

機関DB個別
機関のページ

機関DB
トップページ２０１２年度

７０,４８４２,９４３１７,７１０５４０,１８４４４,８４０アクセス数

　※DB-データベース，平成２４年４月～平成２５年２月末まで



J. Natl. Inst. Public Health, 64（3）: 2015270

【旧サイト】
 臨床研究（試験）情報検索サイトのホームページ（トップページ・検索画面）

臨床研究登録情報検索ポータルサイト事業報告

より検索機能の向上を図るなどシステムの改良が行われ，

ユーザビリティの向上が実現された．平成２７年度以後も，

サイトの更なる内容の充実と合わせて，臨床試験・治験

と新サイトに関する広報（普及・啓発）を行い，治験推

進活動を展開する予定である．

　以上，本ポータルサイトは，日本の臨床試験・治験登

録を統合し，WHOに伝達すると共に，登録された臨床

研究（試験）情報を一般公開し，一般市民の情報の検

索・利用を容易にするという面で，わが国の臨床試験・

治験推進の基幹的役割を担っている．

政策技術評価研究部

【新サイト】
 臨床研究情報ポータルサイトのホームページ（トップページ・検索画面）

http://rctportal.niph.go.jp
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臨床研究登録情報検索ポータルサイト事業報告

（一般向け）検索画面

検索結果の詳細画面
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臨床研究登録情報検索ポータルサイト事業報告／「保健医療科学」刊行報告

（医療従事者向け）検索画面

　「保健医療科学」は科学院の研修の一環として研修修

了者に最新の知見等の情報を体系的に伝達し，知識の

アップデートを支援することを目的として，保健，医療，

福祉，生活環境などの領域でその時々の国の政策や課題

に合わせた旬のテーマを特集し，実地に役立つ新しい知

見，活動報告などをバランスよく盛り込むよう年６回刊

行されている．

　「保健医療科学」 に平成２６年度に投稿された論文は１２
件，うち掲載された論文は５件であった．査読中のもの

を除いた，投稿論文の採択率は６３％である．

平成２６年度刊行分特集一覧

○６３巻２号 （２０１４年４月）
特集：歯科口腔保健法に基づく地域歯科保健活動の推

進と今後の課題

　歯・口腔の健康は，健全な摂食や構音といった必須の

生活機能にも深く関与し，健康で質の高い生活を営む上

で大きな役割を果たす．平成２３年８月に制定された歯科

口腔保健法を受け，国としての具体的な目標と計画を定

めた「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」につい

ても，平成２４年７月に厚労大臣告示され，本年度より各

都道府県にて健康増進計画と調和を図りながら，対策が

６．「保健医療科学」刊行報告
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進められているところである．

　超高齢社会における歯科口腔保健の推進と健康格差の

縮小は，上記の基本的事項において重要な意義を有する．

そこで，まず「歯科口腔保健の推進に関する基本的事

項」の特色と具体的な取り組みを踏まえた上で，近年の

歯科疾患の疾病構造の変化，久山町データによる歯周病

と糖尿病との関連性，高齢期の地域住民の口腔機能の現

状と課題，健康格差縮小のための地域での取り組み，な

らびに行政での歯科保健領域での人材育成について，総

説としてまとめ，地域での歯科口腔保健の取り組みに際

して役立つ情報の提供をめざす．

　なお，本特集は本年度開催された第７２回日本公衆衛生

学会総会での歯科口腔保健に関するシンポジウムでの話

題提供を中核に，企画されたものである．

○６３巻３号 （２０１４年６月）　 平成２５年度国立保健医療科
学院年報

○６３巻４号 （２０１４年８月）
　特集：建築衛生

　建築衛生は，様々な切り口を通じて集団の健康への脅

威に対処する公衆衛生の一環として，建築物・住居にお

ける身近な居住空間の物理的環境の調整と管理（対物保

健）を担う分野である．しかし近年，高齢化，エネル

ギー制約，空調技術・材料の革新や耐震設計などの新し

い要件，或いは環境志向や快適指向などの新しいパラダ

イムがそのバランスを乱す場面が増えてきた．これから

の建築衛生管理には，建物内部の環境とともに，資産価

値や社会的価値，環境との調和などにも目を向け，より

広い視野から要求や事態に柔軟に対処して，様々な想定

外を克服する知恵と技術を涵養することが求められる．

本特集では建築衛生を取り巻く状況を整理し，その動向

を概観する．

○６３巻５号 （２０１４年１０月）
　特集：特定健診・特定保健指導の評価と課題

　２００８年から開始された特定健診・特定保健指導は，第

一期である５年が過ぎ，２０１３年度からは改訂された標準

的な健診・保健指導プログラムに従って第二期特定健

診・特定保健指導がスタートしている．第一期の取り組

みの見直しをする中で被扶養者の受診率の低さなど多く

の課題を踏まえ，第二期特定健診・保健指導では，健康

診査のいくつかの変更点や保健指導の修正点なども示さ

れた．PDCAに基づく活動の推進は言うまでもなく，さ
らにデータヘルスを推進することが求められている．

　そこで，本特集では，特定健診・特定保健指導を展開

する上で求められているPDCAの基本を踏まえながら，
全国のいくつかの先駆的な実践例を示し，今後求められ

るデータヘルスの実践に向けた示唆を提示したいと考え

る．

○６３巻６号 （２０１４年１２月）
特集：エビデンスに基づく医療政策へのDPCデータの

活用

　急性期入院医療の包括払いにDPC（診断群分類）が導
入されて１０年たち（DPC/PDPS），今やDPC/PDPSは急
性期病床の過半数をしめるようになった．そのデータの

多くは公開され，医療計画，病院評価，そして地域医療

連携のためのエビデンスとして活用されている．入院医

療の包括払いは１９８３年アメリカで導入され，世界に広

まったが，医療機関からの評判は概して芳しいものでは

なかった．また包括払いが医療の質を低下させるのでは

ないかという懸念もしばしば指摘される．事実，政府が

DRG/PPSのような包括払いを導入しようとしても病院
側の抵抗が強くて困難を抱えている国もある．このよう

な状況を考えれば，わが国へのDPC/PDPS導入はきわ
めてスムーズであり，わが国医療政策上の成功例といえ

るだろう．満１０年をむかえたDPCを医療政策の観点か
ら検証する．

○６４巻１号 （２０１５年２月）
特集：睡眠と健康─ライフステージとライフスタイル─

　睡眠分野における国民の健康づくりのための取組とし

ては，平成１５年３月に「健康づくりのための睡眠指針～

快適な睡眠のための７箇条～」が策定された．しかし，

この策定から１０年以上が経過し睡眠に関する科学的知見

が蓄積されてきたこと，また，平成 ２５ 年度から健康日
本２１（第二次）が開始されたことから，睡眠の重要性に

ついて普及啓発を一層推進することを目的として，平成

２６年３月に「健康づくりのための睡眠針 ２０１４」があら
たに策定された．「健康づくりのための睡眠指針２０１４」

では，各睡眠指針（１２箇条）について，これまでに蓄積

された科学的根拠にもとづき，ライフステージ・ライフ

スタイル別に，生活習慣病・こころの健康に関する部分

を充実させて，解説が行われている．

　睡眠と睡眠に関連する心身の健康（以下，睡眠と健

康）は，生物学的にも，また社会的要因との関連におい

ても，ライフステージ（年齢）とともに変化する．そこ

で，本特集では，ライフステージごとに，睡眠と健康に

関する解説を行い，読者に理解を深めてもらうことを目

的とする．さらに，「健康づくりのための睡眠指針 
２０１４」ではカバーできなかった子どもの睡眠と健康につ

いての解説も行う．

「保健医療科学」編集委員会

「保健医療科学」刊行報告


